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千葉市立千草台中学校外１０校休日文化部活動管理運営等業務委託 仕様書 

 

１ 事業の概要 

  本活動は、学校が指導や運営に関わることのない学校管理外の活動であり、受託者の責任の下 

で指導者を確保し、各校につき週１日程度、指導者による適切な指導を計画し実施すること。 

 また、保護者への対応や生徒のけが等の緊急時の対応も受託者の責任の下で行うこと。 

 

２ 主な業務内容 

  ・各種目の指導、安全管理 

  ・活動計画の作成、周知 

  ・演奏会・発表会等に関する対応 

  ・保護者への各種連絡、応対 

  ・本市が実施する保護者説明会への協力及び同席 

  ・保険加入手続き及び申請等業務 

  ・学校等関係者との連絡調整 

  ・指導者への謝金等の支払い 

  ・精算書類の作成、提出 

 

３ 履行期間 

  契約締結日から令和７年３月３１日（月） 

 

４ 運営事業実施方法 

（１）種目・実施場所・参加校等 

No 種目 実施場所 参加校 
参加予定人

数（人） 

兼職兼業希望

教員数（人） 

１ 吹奏楽① 各参加校のいずれか 
千草台中学校 ８ ０ 

都賀中学校 １４ ０ 

２ 吹奏楽② 各参加校のいずれか 
朝日ケ丘中学校 ４ ０ 

さつきが丘中学校 １０ ０ 

３ 吹奏楽③ 末広中学校 末広中学校 １０ ０ 

４ 吹奏楽④ 土気南中学校 土気南中学校 ２６ ０ 

５ 吹奏楽⑤ 若松中学校 若松中学校 ２０ ０ 

６ 吹奏楽⑥ 生浜中学校 生浜中学校 １６ ０ 

７ 吹奏楽⑦ 轟町中学校 轟町中学校 ２２ ０ 

８ 吹奏楽⑧ 松ヶ丘中学校 松ケ丘中学校 ８ ０ 

９ 演劇① 土気南中学校 土気南中学校 ８ ０ 

10 演劇② 打瀬中学校 打瀬中学校 ４６ ０ 
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※ 実施場所について、参加校が複数校の種目は、各参加校において複数校合同での実施を

予定しているが、履行期間の中途において、合同の形態を解消することがある。この場

合、実施場所を上記表に記載の各学校から各参加校に変更し、引き続き事業を継続する

が、その際の配置人員の取扱いについては、後記４（９）ウに記載のとおりとする。 

   ※ 履行期間の中途において、参加校や参加校以外の学校に所属する生徒で、地域クラブへ

の参加を希望する生徒が生じた場合は、本市と協議のうえ、可能な限り受け入れることと

する。 

※参加予定人数のうち、新一年生の人数分は入部確定前の人数であり、最終的な参加人数

ではないことに留意すること。 

 

（２）活動実施期間 

   令和６年８月１０日（土）から令和７年３月３０日（日） 

   ただし、活動日数が後記４（５）の上限の範囲内とすることを前提に、受託者は、対象校と

実施日の調整を行ったうえで、令和６年８月９日（金）以前から活動を開始することも可能で

ある。 

 

（３）各参加校との打ち合わせの実施 

   主任指導者及び副主任指導者は、活動開始前において、各参加校（参加部活動顧問）と、指

導内容及び指導方法並びに学校施設の利用方法等についての確認を行うための打ち合わせを行

うこと。 

 

（４）活動計画の作成及び周知 

   統括責任者及び主任指導者は、学校等と協議しつつ、活動実施期間における活動計画（活動

日及び休養日等）並びに毎月の活動計画（活動日時・場所、休養日及び演奏会の実施日等）を

作成し、本市及び学校に提出するとともに、ＩＣＴツールを用いて、保護者・参加生徒に通知

すること。なお、計画の策定にあたっては、「千葉市文化部活動ガイドライン」を遵守するこ

と。 

 

（５）活動日数 

   活動実施期間中、週１日程度（土曜日、日曜日または祝祭日）の活動を原則として、実施期 

間内で２５日を上限とする。なお、地域行事などで演奏会・発表会等を行う回数は、原則と

して、期間中３日を上限とする。 

 

（６）実施日 

   実施日は対象校と調整を行い決定すること。 

 

（７）演奏会・発表会等への参加及び地域クラブ内容充実のための取組 

引率は、原則として学校で集合・解散とし、受託者は学校と会場の間を引率する。その際、
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参加に係る生徒の交通費は保護者負担とする。なお、演奏会等で楽器等の搬送を必要とする場

合の運送費用は本委託には含まれないものとするが、搬送の立ち合い等、演奏会等を実施する

にあたっての準備行為については、原則として立ち会うこと。 

また、地域クラブ活動の内容充実のため、期間中１回以上、複数校合同で、技能向上等の取

組をすること。なお、技能向上の取組とは、吹奏楽部については合同での専門的なパート別練

習や指導者による合同練習、演劇部については合同練習などを想定しているが、より適する取

組みがあれば提案すること。 

 

（８）生徒活動時間及び運営スタッフ勤務時間 

   生徒の活動は１日あたり３時間程度までとする。活動終了後は参加生徒を一堂に集め、一斉

に下校させる。なお、運営スタッフの勤務時間には、準備、片付け、下校指導等に要する時間

を含むこととする。 

 なお、演奏会等に参加した際に３時間程度を超える場合も、勤務時間とすること。（最大８

時間程度を想定） 

 

（９）配置人員 

   受託者は、以下に記載する人員を配置することとする。 

 

ア 職種別活動内容及び配置数 

職名 配置数 活動内容 

①統括責任者 １名以上 〇本市との連絡調整 

〇活動計画・業務月報の作成、提出 

〇学校との連絡調整 

〇演奏会等への参加に係る調整 

〇活動中止の判断 

〇活動中の事故やけがの報告 

〇参加生徒の保護者への連絡調整 

〇運営スタッフの取りまとめ 

・運営スタッフ間の情報交換、共通理解の形成 

・運営スタッフの勤怠管理 

・運営スタッフの急な欠員補充対応 

〇平日の部活動と休日の地域クラブ活動との連携に 

あたり必要となる顧問教諭との連絡 

〇精算書類の作成、提出 

②主任指導者 １３名以上 

（１種目あたり１

名以上） 

〇活動計画・業務月報の作成 

〇活動の指導 

・当日の指導内容の計画・指示 
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・生徒の活動への出欠状況把握 

・生徒への指導及び安全管理（下校指導を含む） 

・学校外で活動を行う場合の生徒の引率及び監督等 

・活動中の事故やけがへの対応 

〇活動中止の判断 

〇参加生徒の保護者への連絡調整 

〇運営スタッフ間の協力 

・統括責任者との連絡調整 

・指導者間の情報共有 

〇学校施設及び物品の使用管理 

③副主任指導者 ２名以上 

 

〇活動の指導 

・生徒への指導及び安全管理 

・学校外で活動を行う場合の生徒の引率補助及び監 

督補助等 

・活動中の事故やけがへの対応 

〇運営スタッフ間の協力 

・指導者間の情報共有 

〇学校施設及び物品の使用管理 

  

イ 実施体制 

職名 活動内容 

① 統括責任者 ・受託者の常勤雇用者である者で、平日において、本市及び保護者と 

の連絡調整が可能である者 

②主任指導者 ・活動期間を通して原則同一の者とし、指導種目の実施経験がある者 

で、以下のいずれかを満たす者 

 ａ 部活動の指導に足る資格を有する者 

  【資格例】千葉県吹奏楽連盟が認定する吹奏楽部活動指導員、 

教員免許等 

 ｂ 部活動の指導者に足る資格に準じた研修を修了した者 

  （下記４（９）カに示す研修の受講を修了した者または修了予定

の者） 

c これまでの経験から指導を行うのに十分な知識や技術を有して

いる者 

③副主任指導者 ・指導種目の実施経験がある者で、下記４（９）カに示す研修の受講

を修了した者または修了予定の者 
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 ウ 合同が解消となった場合の取扱いについて 

   前記４（１）に記載のとおり、合同の形態が解消になった場合（一時的に解消になった場合

を含む）は、実施場所を各参加校に変更することとしているが、この場合において、主任指導

者と副主任指導者は、それぞれ単独で各参加校において引き続き指導を行うこととする。この

場合において主任指導者と副主任指導者は、各参加校の指導内容に差異が生じないよう、指導

内容や指導方法等について緊密な連携を図り、指導を行うこと。 

 

エ 給与・謝金等 

   運営スタッフの給与・謝金等は毎月支払うこと。 

職名 １時間あたりの金額 交通費 １日当たりの勤務時間数 

①統括責任者 受託者が見積もる金額（給与） 給与に含む 受託者が見積もる時間数 

②主任指導者 １，６００円以内（謝金） 実費 ４時間３０分まで 

③副主任指導者 １，６００円以内（謝金） 実費 ３時間３０分まで 

受託者は、給与・謝金等についての計算期間や支払日、支払方法等について定め、事前に各

運営スタッフに説明のうえ、適切に支払事務を行うこと。 

また、地域行事等で演奏会を行う日においては、引率の時間等を考慮し、１日当たりの勤務

時間数について、主任指導者は最大８時間００分まで、副主任指導者は最大７時間００分まで

とする。 

なお、本事業は国庫委託金事業であるため、必要に応じて運営スタッフの勤務条件、実出勤日、

実勤務時間、実支払額、事業実施状況の分かる書類（就業規程、出勤簿、勤務時間管理簿、事業日

誌、給与・謝金等台帳（支払明細）等）の提出を求める。また事業完了の日の属する年度の終了後

５年間は関係書類を保存すること。 

 

オ 交通手段 

運営スタッフは原則として、徒歩、自転車、自動車又は公共交通機関を利用するものとす

る。事業の実施に必要な車両の学校内への駐車を希望する場合は、事前に学校と協議する。 

 

カ 指導者への研修 

受託者は指導者に対して研修を行い、能力の向上に努めること。 

また、研修で使用した資料等については、研修終了後、本市に提出すること。 

なお、本市が別途指導者に対して研修を実施する予定（回数：1回、実施方法：オンライン

または集合研修）であるので、その際は、原則として指導者は参加すること。 

＜指導者研修メニュー＞ 

①基礎研修※必ず実施 

【趣旨・目的】地域スポーツ・文化活動の指導者としての基礎的知識及び生徒への指導の 

ためのノウハウの習得 

【内 容 例】「千葉市文化部活動ガイドライン」の遵守、本事業趣旨、学校との分担・ 

連携、指導者の役割、生徒との接し方、体罰等の防止、安全管理、倫理的 
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問題、アレルギー対応等 

②専門研修（専門科目）※必要に応じて実施 

【趣旨・目的】種目別の指導方法の習得 

【内 容 例】種目別の指導案作成、マネジメント、指導実技、安全管理等 

 

キ 人材の確保 

受託者は学校・本市との連携の下、千葉県地域クラブ活動等指導者人材バンク（「ちばクラ

サポ」）の活用、現在部活動指導員として従事している者や、各事業者の公募等により運営ス

タッフを確保すること。 

なお、参加部活動の顧問が兼職兼業での指導者従事を申し出た場合は、可能な限り対応する

こと。 

 

（10）保険手続き、保護者・生徒・学校・地域指導者アンケートの実施及び保護者説明会の開催 

ア 保険手続き 

（独）日本スポーツ振興センターの災害共済給付（医療費、障害見舞金または死亡見舞金の 

支給）を参考に、傷害保険及び賠償責任保険に生徒を加入させ、保険申込手続き、保険の契 

約、保険料の納付等事務を行うこと。なお、補償内容については、災害共済給付と同程度の保 

険を選定すること。 

また、保険料については、本契約の委託料に含むこととする。 

 

 イ 保護者・生徒・学校・地域指導者アンケートの実施 

   本市から求められた場合は、保護者・生徒・学校・地域指導者へのアンケートに関する業務

に協力する。 

 

 ウ 保護者事業説明・説明会の開催 

   保護者に対して、活動開始前までに、運営体制や活動方針などについて周知し、本事業への

理解を求めること。また、本市から求められた場合は、保護者説明会に関する業務に協力す

る。 

 

（11）保護者への各種連絡 

ア 保護者への連絡 

  保護者との連絡については、地域クラブ運営の効率化の観点から ICTツール（以下「ツー

ル」という。）を活用することとし、原則として以下の要件を満たすものを使用すること。 

① 保護者のスマートフォン（iOS・AndroidOS）で利用できること。 

② カレンダー等の形式で、地域クラブの活動日が容易に確認できること。 

③ 出欠等の連絡がツールでできること。 

④ 災害時や荒天時の急遽の連絡等のため、登録者に対して一斉通知ができること。また、任

意の地域クラブに所属する登録者に対して一斉通知ができること。 
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⑤ 個人情報へのアクセスが適切に制限されていること。 

⑥ 統括責任者等が、ツール内で行われたやり取りについて把握できる仕組みを有すること。 

なお、緊急時等やむを得ない場合は、主任・副主任指導者から保護者へ直接電話連絡を行う 

ことを可とする。 

 

イ 保護者からの連絡対応 

保護者から受託者への連絡は、ＩＣＴツールによるものを原則とし、緊急時の場合は、電話

により統括責任者又は事業所で受けるものとする。事前に緊急連絡先の電話番号を保護者等へ

周知し、平日や休日の文化部活動中においても対応できる体制を整えること。また、参加生徒

の下校後最低１時間は、保護者や学校からの連絡や問い合わせに迅速に対応できる体制を整え

ること。 

 

（12）配慮を要する生徒への対応 

特別支援学級に在籍する生徒や外国語の対応が必要な生徒、運動誘発アレルギー反応がある 

生徒等については、きめ細かな配慮が必要であるため、保護者や学校への聞き取り等により適 

切に対応すること。 

 

（13）事業所の指定 

受託者は、下記業務を行うための事業所を指定し、本市へ報告する。 

・申込関係書類、保険関係書類等の保管及び各書類を使用した事務 

※各種書類は、事故が発生した際等に統括責任者が速やかに必要な内容を確認及び活用でき

るようにしておくこと。 

 

（14）安全管理対策 

受託者は、生徒の安全が確保されるよう、活動の実施に必要な設備及び物品等の安全点検を 

実施するとともに、生徒の健康状態や個人差に十分配慮し、体罰や各種ハラスメントの無い、 

適切な活動を行うこと。また、生徒の言動に注意し、活動内においていじめ、虐待の兆候があ

る場合には統括責任者を通して学校に相談し、連携して対応すること。 

 

ア 事故やけがへの対応 

救急法、応急措置、医療機関・保護者への連絡等、対処方法を明記した事故対応マニュアル 

を作成し、活動中の運営スタッフに携帯させること。マニュアルの内容については、運営スタ 

ッフへの研修を行うこと。また、応急措置のできる救急セットも常備すること。  

また、ＡＥＤの利用などを含め、事故発生時の対応について事前に学校と協議し、必ず運営 

スタッフで迅速に対応すること。一連の対応後は、速やかに学校及び本市に報告すること。 

 

イ 災害時の対応 

災害時の対応について、学校とも相談の上、各種法令等を遵守した災害対応マニュアルを作 
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成し、運営スタッフへの周知徹底を図ること。災害が発生した際は、災害発生状況や被害状況 

の把握に努め、学校とも連携を図りながら、生徒の安全を考えた適切な対応に努めること。 

 

ウ 熱中症対策 

熱中症予防のため、生徒の健康状態や個人差に十分配慮し、活動前に適切な水分補給を行う 

とともに、必要に応じて水分や塩分の補給ができる環境を整えること。また、活動中や活動終 

了後にも適宜水分補給を行うこと等の適切な措置を講じることとし、温度や湿度の状況に応じ 

て危険と判断した場合には活動の中止や見直し等を検討すること。 

 

エ 落雷事故対策 

運営スタッフは落雷の危険性を認識し、事前に天気予報を確認するとともに、天候の急変な 

どの場合はためらうことなく計画の変更・中止等の措置を講ずること。 

また、雷鳴が聞こえるときはすぐに安全な場所（校舎内等）に避難すること。 

 

オ 暴風・大雨等への対策 

活動実施前及び活動中に「暴風警報」「特別警報」「避難勧告」「避難指示」等が発令されて 

いる場合の対応については、学校の基準に準じて判断すること。 

 

カ その他 

① 光化学スモッグやＰＭ２．５発生時等、受託者が活動に支障があると判断した場合は、計画 

の変更又は活動の中止等の措置を講じること。 

 

② 受託者はあらかじめ対象校における通学経路を確認しておき、不審者が出没するなど緊急に 

下校する必要が生じた場合は、学校と協力の上、運営スタッフも引率に加わって安全に下校さ 

せること。 

 

（15）活動中止の場合の対応 

ア 中止の決定 

屋外での活動予定時に雨天等により活動できない状況が生じた場合、受託者は、屋内での活 

動への変更も含めて対応を検討した上で、中止を決定すること。 

 

イ 中止の連絡 

活動を中止する場合、統括責任者または主任指導者が保護者に対して連絡すること。 

 

ウ 活動の振替 

中止した活動については、原則として、別の日に振替を行う。 
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（16）業務月報の提出 

受託者は、運営スタッフの勤務状況及び活動実績（活動日時、演奏会等参加日、事故・苦

情・その他のトラブル等に関する報告等）を業務月報に取りまとめ、定期的に、本市が指定す

る期日までに提出すること。 

受託者は、その他、本市が求める活動実績を必要に応じて提出すること。 

 

（17）その他 

ア 禁止行為 

事業の運営にあたり、受託者並びに受託者に雇用等及び業務委託された者は、政治的活動及 

び宗教活動を禁止すること。 

 

イ 苦情処理 

保護者等からの要望や苦情（以下「要望等」という。）に迅速かつ適切に対応することと

し、都度市と情報を共有すること。要望等に対応する担当者（統括責任者）の氏名及び連絡先

電話番号を活動計画に明記し、連絡・相談体制の整備を図ること。また、対応が困難な要望等

があった場合は、速やかに本市及び学校に連絡し、対応を協議すること。 

 

ウ 損害賠償保険 

運営スタッフは必要な賠償責任保険に加入するものとする。運営スタッフが本事業への従事 

中に負傷、疾病等を被った場合は、当該賠償責任保険等で対応するとともに、誠意をもって対 

応すること。 

 

５ その他 

（１）情報の保護及び管理 

ア 情報の保護及び管理 

千葉市情報公開条例等に基づき、市の保有する情報の適切な保護及び管理のために必要な措 

置を講ずること。 

 

イ 個人情報の保護及び管理 

本契約書における「個人情報取扱特記事項」その他関係法令に基づき、事業運営するにあた

って取り扱われる個人情報の保護のために必要な措置を講ずること。 

 

ウ 情報の公開 

市民等から事業運営に関する情報公開を求められた場合に備え、千葉市情報公開条例に準じ 

た規程を設け、適切な対応を図ること。 

 

（２）再委託の禁止 

受託者は、第三者に対して本業務を包括的に委託し、又は請け負わせることはできない。 
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（３）本市への報告 

受託者は、以下の各号に掲げる場合、速やかに本市に報告すること。  

ア 委託業務の実施中に事故が生じた場合 

イ 委託業務の履行にあたり、学校及びその他の施設又は物品を滅失し、又は毀損した場合 

ウ 本事業において、参加生徒に傷病があった場合 

エ 保護者等から要望等があった場合 

オ 事業計画の重要な部分を変更する場合 

カ 受託者の定款に変更があった場合 

キ その他本市の指示する事項 

 

（４）損害賠償 

前項ア、イ及びウの場合、その原因が受託者の責に帰すべき事由によるときは、受託者は 

本市の指示に従い、現状回復し又はその損害を賠償しなければならない。 

 

（５）事業内容の充実 

受託者は、運営の改善点を把握するとともに、事業内容の充実に努めなければならない。 

また、受託者は、調査を実施する場合、実施する調査の内容、調査の実施状況及び結果を本 

市に報告しなければならない。 

 

（６）学校施設及び物品の使用について 

ア 使用できる施設 

  当該部活動が平日活動を行う校舎内の諸室（音楽室等）、及び地域クラブ活動に当たって必

要となる部屋とし、あらかじめ学校長の許可を得て使用すること。 

 

イ 使用時の注意事項 

① 建物の使用 

事業の実施により、施設の構造、建築材その他の箇所について、剥離、損耗、滅失等による 

機能や安全性、美観を損なうことがないよう、使用方法に留意するとともに、日常的に点検を 

行い、施設の維持・管理に努めること。 

 

② 鍵の管理 

事業の実施に必要な施設の鍵については、学校の指示に従い、適切に管理すること。 

また、活動実施期間終了時には、学校に返却すること。 

 

ウ 物品の借用 

活動時に必要な、学校の既存の物品を借用することができる。 

なお、４（１）の吹奏楽①及び②において、合同で実施することにより、既存楽器のメン
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テナンス等が必要となった場合は、必要に応じてメンテナンスを実施すること。なお、この

場合は、合計２台までを限度とする。 

※借用物品については学校と調整すること。 

 

（７）実地調査等 

ア 本市は、委託業務及び経理の状況、情報管理体制に関し報告を求め、実地について調査

し、又は必要な指示をすることができる。その際、受託者は書類の提出、開示及び説明を行

う等、積極的に協力すること。 

 

イ 受託者は、本事業が仕様書及び企画提案書等に沿って適正に遂行されているかどうかにつ

いて自己点検を行うこと。 

 

ウ 本市は、受託者が法令・契約書等を遵守しない場合、又は仕様書及び企画提案書等に沿っ

た運営を行っていない場合は、業務改善を指示する。この場合、受託者は改善計画書を速や

かに提出するとともに、適切な対応をしなければならない。 

 

（８）監査等 

本市の委託業務にかかる監査等の対象となる場合において、受託者は説明を求められ、調

査の対象となり、帳簿書類その他の記録の提出を求められた場合は、本市の指示に従い対応

を図るとともに、説明資料の作成等に協力すること。また、本事業にかかる業務の証拠書類

については、事業完了の日の属する年度の終了後５年間保管しておかなければならない。 

 

（９）引継ぎ 

本業務委託満了等により業務委託契約が終了する際には、または受託者が変更となる場合

には、本市及び引継ぐ団体に対し、安定して円滑に事業運営が継続できるように引継ぎを行

うこと。 

 

（10）精算書類の作成、提出 

   本事業者、国からの委託事業のため、定期的に本市から受託者に対して、本事業の履行に

要した経費の精算書類の提出を求めることがある。その場合は、定期的に本市の指定する期

日までに、精算等の書類を作成し、提出すること。 

   また、事業完了の日の属する年度の終了後５年間は関係書類を保存すること。 

   （主な精算書類） 

   ア 統括責任者、指導者（雇用契約を締結している者） 

     雇用契約書又は標準報酬決定通知書、業務月報（様式あり）、出勤簿、給与明細又は

賃金台帳 

   イ 指導者（雇用契約を締結していない者） 

     謝金規定（謝金単価を示す書類）、指導者への依頼状、指導者の承諾書、業務月報
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（様式あり）、謝金の振込明細書 

   ウ その他 

     交通費に関する規定、旅費明細書（様式あり）、交通費に係る交通経路が確認できる

資料の写し（駅すぱあと等）、車使用の場合における交通経路が確認できる資料の写し

（グーグルマップ等）、交通費の支払いが確認できる振込明細書、本業務に必要な消耗

品の購入や役務の利用等に係る見積書・納品書・請求書・領収書、スポーツ安全保険等

に係る請求書・領収書・加入者一覧・最新の損益計算書、その他本市が提出を求める書

類 

 

（11）成果報告書の提出 

   本事業者、国からの委託事業のため、本市から受託者に対して、事業内容等を明らかにした

成果報告書の作成を予定している。記載内容は、以下の内容を予定しており、必要に応じて受

託者への照会等を予定しているため、成果報告書の作成に協力すること。 

・各種目への生徒の活動状況、事業期間を通した活動の実施状況、事故等の集計、学校施設活 

用状況、運営スタッフの配置状況及び研修実施状況等 

・全市的な実施を見据えた統括団体としての運営方法、研修、指導者の業務管理、財務会計等 

の在り方に関し、ＩＣＴの活用も含めた検討・検証 

  ・指導者の確保、研修、派遣、評価や、学校側との連絡調整など統括団体の運営について、実 

施時の課題及び改善方法 

 

（12）委託料の減額 

４－（５）に記載の活動日数について、活動実施期間における活動日数の実績が２２日に

満たなかった場合には、その満たなかった日数分の指導に係る経費（指導者に対する人件

費、謝金及び交通費等）を、本市と協議の上、委託料から減額するものとする。 

 

（13）その他 

ア 本業務の遂行にあたっては、本市と密接に連絡を取るとともに、この仕様書及び契約書に 

定めのない事項、履行上の疑義については本市と受託者の協議により定めるものとする。 

 

イ 受託者は、この仕様書に記載されていないことで、本業務を行う上で本市が必要と認めた 

ことについては本市との協議に応じること。 


